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１． 公共測量作業効率化のための調査検討業務

２． 国土地理院

３． 簡易公募型プロポーザルに準じた方式
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判断基準 評価 技術点

① 6

① 6

③ 0

② 1.5

① 1

① 1
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④ 5

④ 0

④ 0
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判断基準 評価 技術点

ア　5

イ　8

ウ　8

ア　5

イ　8

ウ　8

ア　5

イ　8

ウ　8

平均点

評価

評価者Ⅰ ア　10 10

評価者Ⅱ ア　10 10

評価者Ⅲ ア　10 10

平均点

評価

50

評価者Ⅰ ① 20

評価者Ⅱ ① 20

評価者Ⅲ ① 20

平均点

評価

評価者Ⅰ ① 20

評価者Ⅱ ① 20

評価者Ⅲ ① 20

平均点

評価

評価者Ⅰ ② 10

評価者Ⅱ ② 10

評価者Ⅲ ② 0

平均点

評価

評価者Ⅰ ③ 10

評価者Ⅱ ③ 10

評価者Ⅲ ③ 10

平均点

評価

評価者Ⅰ ② 10

評価者Ⅱ ② 10

評価者Ⅲ ② 10

平均点

評価
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業 務 名

所属事務所

方 式

公 示 日

特定通知日

令和8年3月25日

令和8年5月27日

○

31.0000

20.0000

127.1666

○

特定特　定　案

技術評価点　（①＋②＋③）

業務コストの妥当性

66.6666
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マ

的
確
性

　課題を十分に理解している場合に優位に評価する。
①　課題の理解度が高く工夫されている。（20点）
②　課題の理解度が高い。（10点）
③　課題をおおむね理解している。（０点）
④　課題を理解していない。（特定しない）

20

20.0000

実
現
性

　提案内容が具体的である場合に優位に評価する。
①  提案内容が細部にわたり具体的で重要な項目の記載があるとともに、工夫が見られる。（20点）
②　提案内容が細部にわたり具体的で重要な項目を記載している。（10点）
③　提案内容が具体的である。（０点）
④　提案内容が具体的でない。（特定しない）

20

　提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。
①  提案内容を裏付ける複数の事例､資料などが明示されている。（20点）
②　提案内容を裏付ける事例､資料などが明示されている。（10点）
③　提案内容を裏付ける事例､資料などが明示されていない。（０点）

20

○

　課題に対する検討手法が適切な場合に優位に評価する。
①　検討手法が十分適切で、重要な項目を記載している。（20点）
②　検討手法が十分適切である。（10点）
③　検討手法がおおむね適切である。（０点）
④　検討手法が適切でない。（特定しない）

20

29.5000

評価の着眼点

配置予定技術者の技術評価点　　①

実
施
方
針
に
関
す
る
評
価

21.0000

○

工
程
計
画

実
施
手
順

　工程計画の妥当性を評価する。

ア　当該業務の工程を適切に示している。
　①　適切に示している。（10点）
　②　適切に示されていない。（0点）

10

10.0000

○

21

21

21

　業務目的、業務内容の理解度を評価する。

ア　当該業務の目的を具体的に示している。
　①　具体的かつ的確に示している。（10点）
　②　具体的に示している。（5点）
　③　具体的に示されていない。（0点）
イ　デジタル航空カメラの性能向上への対応に関する調査検討について具体的に示している。
　①　具体的かつ的確に示している。（15点）
　②　具体的に示している。（8点）
　③　具体的に示されていない。（0点）
ウ　準天頂衛星7機体制を含む新技術対応のための調査検討について具体的に示している。
　①　具体的かつ的確に示している。（15点）
　②　具体的に示している。（8点）
　③　具体的に示されていない。（0点）
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　ＣＰＤの取組姿勢について下記の項目で評価する。

①　測量系ＣＰＤ協議会又は全国測量設計業協会連合会が発行する継続教育（ＣＰＤ）の登録証明書等が有り、かつ各団体が推
奨する単位を満たしている。（〔主任技術者〕１点〔作業班長〕１点）
②　上記以外。（〔主任技術者〕０点〔作業班長〕０点）

　過去４か年度（令和３年度から令和６年度の間）又は当該年度（令和７年度）の国土地理院の業務種別「基準点測量」又は「写
真測量」の実績がある場合及び「調査研究」で成績評定通知書による通知を受けている場合についての技術者成績評定点の平
均点を次の順位で評価する。
①　85点以上　　 　　　　（〔主任技術者〕１０点〔作業班長〕１０点）
②　83点以上85点未満　　（〔主任技術者〕　９点〔作業班長〕　９点）
③　81点以上83点未満　　（〔主任技術者〕　７点〔作業班長〕　７点）
④　79点以上81点未満　　（〔主任技術者〕　５点〔作業班長〕　５点）
⑤　77点以上79点未満　　（〔主任技術者〕　３点〔作業班長〕　３点）
⑥　75点以上77点未満　　（〔主任技術者〕　１点〔作業班長〕　１点）
⑦　75点未満又は実績なし（〔主任技術者〕　０点〔作業班長〕　０点）

配
置
予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

評価者Ⅲ

配点

40

評価者Ⅰ

評価者Ⅱ

成
績
・
表
彰

5

評価
項目

評価者

技
術
者
資
格
等

業
務
実
績

10

5

資
格
・
実
績
等

継
続
教
育

（
Ｃ

Ｐ
Ｄ

）
取
組
姿

勢

業
務
成
績

主任技術者

作業班長

Ａ

作業班長

主任技術者

作業班長

主任技術者

　国土地理院に登録されている測量技術者の認定資格のうち業務種別「基準点測量」の区分Ａ若しくは区分Ｂの認定を受けてい
る場合、業務種別「写真測量」の区分Ａ若しくは区分Ｂの認定を受けている場合、又は技術士法に基づく技術士（応用理学部門）
若しくは学校教育法に基づく博士号（理学又は工学）を取得している場合、次の順位で評価する。
①　区分Ａに該当する認定を受けている、技術士（応用理学部門）として登録されている、又は博士号（理学又は工学）を取得し
ている。
　　　（〔主任技術者〕３点〔作業班長〕３点）
②　区分Ｂに該当する認定を受けている。
　　　（〔主任技術者〕1.5点〔作業班長〕1.5点）
③　①及び②のいずれにも該当しない。
　　　（〔主任技術者〕０点〔作業班長〕０点）
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10.0000

○

技術提案書を特定するための評価表

評価テーマに関する技術提案の技術評価点　　③

10.0000

技術提案評価（実施方針）の技術評価点　　②

　課題解決のための着眼点が的確に示されている場合に優位に評価する。
①　課題解決のための着眼点が的確で重要な提案をしている。（20点）
②　課題解決に必要な着眼点が的確に示されている。（10点）
③　課題解決に必要な着眼点がおおむね示されている。（０点）
④　課題解決に必要な着眼点が示されていない。（特定しない）

20

○

6.6666

○

作業班長

作業班長

  令和４年から令和７年の間に国土地理院の業務種別「基準点測量」又は「写真測量」について優良技術者表彰を受けた実績又
は優良業務表彰を受けた業務に従事した経験を、次の順位で評価する。
①　優良技術者表彰を受けた　 （〔主任技術者〕５点〔作業班長〕５点）
②　①の実績はないが、国土地理院長表彰の業務に従事　（〔主任技術者〕４点〔作業班長〕４点）
③　①及び②の実績はないが、地方測量部長等表彰の業務に従事　（〔主任技術者〕３点〔作業班長〕３点）
④　優良技術者表彰の実績及び優良業務表彰を受けた業務に従事した経験がない  （〔主任技術者〕０点〔作業班長〕０点）
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　過去４か年度（令和３年度から令和６年度の間）又は当該年度（令和７年度）に同種又は類似業務の実績を有する者の内容を
次の順位で評価する。
（主任技術者の場合）
①　主任技術者又はこれに相当する技術者として同種業務の実績を有する。（６点）
②　①の実績はないが、主任技術者又はこれに相当する技術者として類似業務の実績を有する。（３点）
③　①及び②の実績がない。（０点）
（作業班長の場合）
①　主任技術者、作業班長又はこれらに相当する技術者として同種業務の実績を有する。（６点）
②　①の実績はないが、主任技術者、作業班長又はこれらに相当する技術者として類似業務の実績を有する。（３点）
③　①及び②の実績がない。（０点）

主任技術者


